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２０１１年７月２２日 

司法修習制度の意義と貸与制について     

日本弁護士連合会  

 

１ 第３回フォーラムの座長とりまとめについて 

 第３回フォーラムでは，司法修習給費制を維持すべきとする当連合会の主張は残念な

がら多数意見とはならず，貸与制への移行を前提に，これが法曹志願者の障害とならな

いよう低所得層への配慮等の方策を検討するとの趣旨の座長とりまとめがなされまし

た。 

 しかし，座長とりまとめにおいては，同時に，司法修習制度の意義について検討する

ことも確認されました。 

 当連合会は，これまで繰り返し主張してきたとおり，最高裁の指揮監督の下で厳しい

修習専念義務により修習生を拘束する現在の司法修習制度は給費制と不可分一体のもの

であり，貸与制を実施するのであれば，その前に司法修習制度の意義と在り方について

十分検討しなければならないと考えます。 
 
 

２ 司法修習制度の意義 

 司法修習制度は，司法試験に合格した者が，裁判官，検察官又は弁護士となる資格を

取得するための修習を行うものですが，その特徴について，最高裁は次のように説明し

ています。 

「司法修習では，経験豊富な実務法曹の指導によって，法律実務に即した教育を行い，

実務の場で必要な知識，技法を身に付けさせています。司法修習生に，現代社会に生起

する，複雑で多様化した法的事象に対処しうる汎用的な基礎力を養成することを目指し

ます。また，国民の権利に直接関係する法曹は，プロフェッショナルとして高い倫理観

と職業意識が求められます。司法修習では，法曹倫理の修得についても，重要な修習の

テーマと位置付けています。 

 特に，司法修習では，実務的な技法や法曹倫理を効果的に学ばせるために，先輩の法

曹による個別的な指導と監督の下，司法修習生が実際の事件の取扱いを体験的に学ぶ実

務修習を重視しています。実際の事件を素材とすることで，司法修習生は，事件の重大

さ，法曹の責任の重さを身をもって知ることとなります。この実務修習は，法曹を養成

するために不可欠の課程です。」（最高裁判所 HPから） 

 当連合会もこうした司法修習制度の意義と重要性を認めており，司法修習生が修習に

専念できるよう配慮する必要があると考えています。 
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３ 司法修習制度と給費制は不可分一体のもの 

 司法修習生の地位と身分について，最高裁判決（昭和４２年４月２８日 民集２１巻

３号７５９頁）は， 

① 修習期間中は国庫から一定額の給与を受けるほか，暫定手当，扶養手当等の諸手

当や「公務のため旅行する国家公務員等」として司法研修所入所，滞在などに必要

な旅費の支給を受けること， 

② 司法研修所長の統轄に服し，配属地の高等裁判所長官等の監督を受けること， 

③ 兼職を禁止されること， 

④ 修習にあたつて知り得た秘密を漏らしてはならない義務を負うこと 

⑤ 一定の事由があるときは，その意に反して罷免されること 

を指摘したうえで，その理由について，「これらのことはすべて，司法修習生をして右

の修習に専念させるための配慮ないしはその修習が秘密事項に関することがあるため

の配慮」であると判示しています。 

 また，平成１７年までの司法修習生便覧（司法研修所）には上記の最高裁判決とほぼ

同じ内容が修習生の「身分等」として記載されており，「司法修習生は公務員ではない

が，給与，規律その他の身分関係については公務員に準じた取り扱いを受ける」と明記

されていました（＊）。 

 実際，司法修習生は裁判官の合議や裁判員の評議に立ち会い，被疑者取調べを検察官

の指導の下に行い，弁護士と依頼者との面談に関与するなど，高度な職業倫理と守秘義

務を要する作業に従事しており，そのために公務員に準じた厳しい規律が課せられてき

たのです。修習生の給費はこの「公務員に準じた身分」と不可分一体のものであり，上

記の最高裁判決が「修習に専念させるための配慮」として説明してきたものです。 

 ところが，貸与制への移行を決めた平成１６年の裁判所法一部改正では，司法修習生

への給費を定めた条項の削除と同時に修習専念義務を条文上明記しました。 

 しかし，貸与制による修習貸与金は本人の自己負担である点で奨学金や学資ローンと

同種のものであり，貸与制の下で公務員同様の厳しい規律を課して司法修習への専念を

求めることは著しい不正義であると言わざるをえません。 

＊なお，最高裁判所事務総局総務局編『裁判所法逐条解説 中巻』３９７頁（法曹会，昭和４

４年）は，給費制について，「司法修習生は，修習の全期間を通じて，修習に関しては，司法

研修所長の統轄をうけるものであり，また，司法修習生の修習に関する事務は最高裁判所に置

かれる司法研修所で取り扱うものとされている以上，給与も国庫から受けるべきは，当然とい

えよう」と記載していました。 
 
 

４ 司法試験合格者３０００人の目標見直しが貸与制実施の前に議論されるべき 

 そもそも貸与制への移行は主として財政上の理由によって決まったものであり，その
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前提には平成２２年に司法試験合格者を３０００人に増員するという閣議決定がありま

した。 

 この閣議決定の目標については，本フォーラムにおいて秋以降議論される予定ですが，

すでに平成２２年の司法試験合格者は約２０００人と目標を大幅に下回っており，法科

大学院志願者の大幅減少により今後も当分これを大幅に上回る見込みはなく，逆に減少

する可能性さえ少なくない状況です。しかも，合格者約２０００人の現状でも１０年前

に比べれば倍増に当たり，法廷実務家以外の職域拡大を含めても需要をはるかに上回る

急激な増加となっています。 

 当連合会が第３回フォーラムで提案した給費制の新構想では，現状の合格者２０００

人を前提として，従前の給費制で年間３０００人の修習生を想定した予算のほぼ半額の

予算となりますが，今後のフォーラムで法曹の職域拡大の可能性を検討した結果，もし

２０００人よりさらに合格者が減員されることになれば，財政負担は当初の想定よりさ

らに大幅に減少することになります。 

 したがって，フォーラムにおける法曹人口に関する議論の結果によっては，貸与制導

入を求めた財政上の理由がなくなる可能性も少なくありません。 

 この点からも，貸与制をただちに実施するべきではなく，本フォーラムにおいて法曹

人口に関する議論を先行させるべきであると考えます。 
 
 

５ 貸与制は法律で決まっていても未だ実施されていない 

 第３回フォーラムでは，数名の有識者委員から，貸与制はもう法律として決まってい

るからこれを給費制に戻す積極的理由がないとの趣旨の発言がありました。 

 しかし，貸与制は平成１６年の裁判所法改正で決まったといっても，未だかつて実施

されたことがありません。この点は重要なことです。 

 これに対し，給費制は戦後の司法修習制度の導入と不可分一体のものとして６０年以

上存続してきたものであり，それゆえ貸与制への移行を決めた上記裁判所法改正も平成

２２年まで周知期間を置き，かつ，衆参両院の決議で経済的事情の法曹養成への悪影響

への懸念を表明したのです。昨年の貸与制施行が裁判所法一部改正により１年延期され

たのも経済的事情への懸念によります。 

 現下の経済情勢と法曹養成制度をめぐる困難の中で，給費制を廃して新たに貸与制を

実施する影響は極めて大きいといわざるをえません。 

 新しい法曹養成制度は，大学卒業後に法科大学院，司法試験，司法修習を通じて約５

年間の長期間のプロセスを要するものですが，この長期間の生活と高額の学費をすべて

自己負担（借入金）で賄うというのは，諸外国の法曹養成制度と比較しても極めて異例

です。 

 フォーラム事務局が実施した奨学金調査では，過半数の回答者が奨学金を受給してい
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ないとの結果が出ましたが，この意味は，法科大学院学生の大部分が無職無収入である

ことに鑑みると，自己資金または親族の資金で法科大学院の高額な学費と生活費が賄え

る階層が新法曹の過半数に達しているということを意味します。つまり，経済的に貧し

い階層は裁判官・検察官・弁護士になれないという懸念がすでに現実のものとなりつつ

あるのです。 

 貸与制の実施がこうした懸念をますます強めることは明らかです。 
 
 

６ 法曹養成制度全体の議論が結論を見るまで貸与制実施を延期するべき 

 以上により，当連合会は，第３回フォーラムの座長とりまとめにより，今後，貸与制

の移行を前提とした議論を行うとしても，今後のフォーラムにおいて司法修習制度の意

義，法曹人口問題，法科大学院の適正定員数と統廃合といった法曹養成制度全体の議論

の結論を見るまでの間は，貸与制の実施を延期し，仮に給費額をある程度減額するとし

ても給費制を暫定的に存続させるべきであると考えます。 
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平

成
2
3
年

９
月

８
日

（
木

）
か

ら
同

月
1
5
日

（
木

）
ま

で
（

９
月

1
5
日

ま
で

の
消

印
の

あ
る

も

の
に

限
り

受
け

付
け

る
。

【
期

間
厳

守
】

）
 

(
3
)
 

提
出

書
類

 

 
申

込
み

に
当

た
っ

て
は

，
申

込
書

の
ほ

か
，

次
に

掲
げ

る
書

類
を

提
出

す
る

。
 

 
な

お
，

申
込

み
後

，
申

込
書

の
記

載
事

項
に

変
更

が
生

じ
た

場
合

に
は

，
遅

滞
な

く
書

面
で

(
5
)

の
申

込
先

に
届

け
出

る
こ

と
。

 

ア
 

写
真

（
申

込
書

に
ち

ょ
う

付
）

 

イ
 

司
法

試
験

合
格

証
書

の
コ

ピ
ー

（
平

成
2
3
年

度
の

合
格

者
を

除
く

。
）

 

ウ
 

戸
籍

抄
本

又
は

本
籍

地
及

び
戸

籍
筆

頭
者

が
記

載
さ

れ
た

住
民

票
の

写
し

 

エ
 

登
記

さ
れ

て
い

な
い

こ
と

の
証

明
書

（
成

年
被

後
見

人
又

は
被

保
佐

人
に

該
当

し
な

い
こ

と

の
証

明
書

）
 

オ
 

学
校

の
成

績
証

明
書

 

・
 

法
科

大
学

院
の

成
績

証
明

書
 

・
 

大
学

及
び

大
学

院
の

成
績

証
明

書
（

在
籍

し
た

（
退

学
を

含
む

。
）

全
て

の
大

学
及

び
大

学
院

，
教

養
学

部
の

成
績

証
明

書
を

含
む

。
）

 

カ
 

学
校

の
卒

業
（

退
学

）
年

月
を

証
す

る
書

面
（

オ
に

同
年

月
の

記
載

が
あ

る
場

合
は

不
要

）
 

キ
 

退
職

証
明

書
（

申
込

日
現

在
で

在
職

し
て

い
る

者
及

び
申

込
日

以
降

就
職

し
た

者
）

 

ク
 

健
康

診
断

票
 

(
4
)
 

申
込

書
等

用
紙

の
入

手
方

法
 

 
申

込
書

等
用

紙
は

，
次

の
方

法
に

よ
り

平
成

2
3
年

８
月

１
日

（
月

）
か

ら
同

年
９

月
1
5
日

（
木

）
ま

で
入

手
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

ア
 

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

か
ら

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

す
る

方
法

 

 
最

高
裁

判
所

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

(
h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
o
u
r
t
s
.
g
o
.
j
p
/
s
a
i
k
o
s
a
i
/
)
か

ら
ダ

ウ
ン

ロ
ー

ド
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

イ
 

来
庁

に
よ

る
方

法
 

 
最

高
裁

判
所

並
び

に
大

阪
，

名
古

屋
，

広
島

，
福

岡
，

仙
台

，
札

幌
及

び
高

松
の

高
等

裁
判

所
に

お
い

て
，

来
庁

者
に

対
し

て
交

付
す

る
（

い
ず

れ
も

土
曜

日
，

日
曜

日
及

び
祝

日
を

除
く

午
前

９
時

か
ら

午
後

５
時

ま
で

）
。

 

ウ
 

郵
送

に
よ

る
方

法
 

 
(
5
)
の

申
込

先
に

，
用

紙
の

送
付

を
希

望
す

る
者

の
住

所
，

氏
名

及
び

郵
便

番
号

を
明

記
し

た

返
信

用
封

筒
（

角
形

２
号

：
長

さ
3
3
㎝

，
幅

2
4
㎝

程
度

）
に

5
1
0
円

相
当

の
郵

便
切

手
を

ち
ょ

う

付
し

た
も

の
を

送
付

す
る

（
返

信
用

封
筒

を
送

付
す

る
際

の
封

筒
に

は
，

「
採

用
選

考
申

込
書

類
請

求
」

と
朱

書
き

す
る

。
）

。
 

(
5
)
 

申
込

先
 

〒
1
0
2
-
8
6
5
1
 
東

京
都

千
代

田
区

隼
町

４
番

２
号

 

最
高

裁
判

所
事

務
総

局
人

事
局

任
用

課
試

験
第

一
係

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

電
話

 
0
3
(
3
2
6
4
)
8
1
1
1
 

内
線

3
3
2
3
,
3
3
8
6
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（
な

お
，

修
習

資
金

に
つ

い
て

は
下

記
の

と
お

り
）

 

（
参

考
）

 

司
法

修
習

生
に

は
，

申
請

に
よ

り
修

習
資

金
が

貸
与

さ
れ

る
。

貸
与

申
請

方
法

や
申

請
書

書
式

等

は
，

平
成

2
3
年

９
月

上
旬

こ
ろ

，
最

高
裁

判
所

ウ
ェ

ブ
サ

イ
ト

 

（
h
t
t
p
:
/
/
w
w
w
.
c
o
u
r
t
s
.
g
o
.
j
p
/
s
a
i
k
o
s
a
i
/
）

か
ら

ダ
ウ

ン
ロ

ー
ド

す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

問
い

合
わ

せ
先

 
司

法
研

修
所

（
修

習
資

金
貸

与
担

当
）

 
電

話
 

0
4
8
(
2
3
3
)
0
0
2
5
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６
４
期
司
法
修
習
生
進
路
内
定
状
況
推
移

■
３
月
実
施
（
３
月
２
３
日
～
４
月
７
日
）

■
３
月
実
施
（
３
月
１
０
日
～
４
月
９
日
）

修
習
生
総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

現
６
４

1
0
2

0
0
%

0
#
D
IV
/
0
!

現
６
３

1
5
9

5
5

3
5
%

1
7

3
1
%

新
６
４

2
0
2
2

7
2
4

3
6
%

4
0
2

5
6
%

新
６
３

2
0
2
1

1
0
1
4

5
0
%

5
6
8

5
6
%

■
４
月
実
施
（
４
月
１
５
日
～
４
月
２
６
日
）

■
４
月
実
施
（
４
月
９
日
～
４
月
３
０
日
）
  

修
習
生
総
数
の
べ
回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

現
６
４

現
６
３

1
5
9

8
7

5
5
%

3
2

3
7
%

新
６
４

2
0
2
2

8
3
4

4
1
%

4
5
2

5
4
%

新
６
３

2
0
2
1

1
0
7
0

5
3
%

5
8
4

5
5
%

■
５
月
実
施
（
５
月
１
２
日
～
６
月
６
日
）
　
※
弁
護
士
会
を
通
じ
，
司
法
修
習
生
に
聞
き
取
り
調
査
を
実
施

■
５
月
実
施
（
５
月
７
日
～
６
月
４
日
）

修
習
生
総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

現
６
４

1
0
2

4
4

4
3
%

1
1

2
5
%

現
６
３

1
5
9

1
0
5

6
6
%

3
0

2
9
%

新
６
４

2
0
2
2

1
1
0
0

5
4
%

5
1
8

4
7
%

新
６
３

2
0
2
1

1
2
6
6

6
3
%

5
7
0

4
5
%

■
６
月
実
施
（
６
月
１
５
日
～
６
月
３
０
日
）

■
６
月
実
施
（
６
月
８
日
～
７
月
５
日
）

修
習
生
総
数
の
べ
回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

現
６
４

現
６
３

1
5
9

1
1
1

7
0
%

3
0

2
7
%

新
６
４

2
0
2
2

8
8
3

4
4
%

4
1
4

4
7
%

新
６
３

2
0
2
1

1
2
3
5

6
1
%

5
3
2

4
3
%

■
７
月
実
施
（
７
月
１
４
日
～
２
６
日
）

■
７
月
実
施
（
７
月
９
日
～
８
月
１
６
日
）

修
習
生
総
数
の
べ
回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

新
６
４

2
0
2
2

9
1
0

4
5
%

3
9
4

4
3
%

新
６
３

2
0
2
1

1
3
2
3

6
5
%

4
5
8

3
5
%

■
８
月
実
施

■
８
月
実
施
（
７
月
２
３
日
～
９
月
１
３
日
）
※
就
職
動
向
調
査
と
し
て
実
施

修
習
生
総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

新
６
４

新
６
３

2
0
2
1

7
2
0

3
6
%

2
3
6

3
3
%

■
９
月
実
施

■
９
月
実
施
（
９
月
３
日
～
１
０
月
１
２
日
）

修
習
生
総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

総
数

回
答
数

回
答
率

未
定
数

未
定
率

新
６
４

新
６
３

2
0
1
9

1
2
4
3

6
2
%

2
8
8

2
3
%

注
）
６
４
期
司
法
修
習
生
に
対
す
る
調
査
の
集
計
方
法
に
つ
い
て

①
「
未
定
率
」
と
は
，
回
答
数
に
占
め
る
，
「
弁
護
士
志
望
だ
が
，
就
職
先
未
定
」
と
回
答
し
た
修
習
生
の
割
合

④
６
４
期
司
法
修
習
生
に
対
す
る
５
月
の
調
査
に
つ
い
て
は
，
３
月
，
４
月
の
調
査
結
果
に
関
わ
ら
ず
，
司
法
修
習
生
全
員
を
対
象
と
し
て
調
査
を
実
施
し
た
。

②
法
律
事
務
所
，
企
業
内
・
官
公
庁
に
所
属
す
る
組
織
内
弁
護
士
，
法
テ
ラ
ス
の
ス
タ
ッ
フ
弁
護
士
，
の
い
ず
れ
か
に
内
定
し
て
い
る
，
と
回
答
し
た
者
に
つ
い
て
は
，
翌
月
か
ら
は
調
査
を
実
施
し
て
お
ら
ず
，
翌
月
以
降
の
調
査
の
集
計

で
は
「
内
定
者
」
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
。
（
例
：
３
月
の
調
査
で
「
法
律
事
務
所
内
定
」
と
回
答
し
た
者
に
は
，
そ
の
後
の
４
～
７
月
（
５
月
を
除
く
）
に
は
調
査
を
実
施
せ
ず
，
４
～
７
月
の
集
計
結
果
に
お
い
て
は
，
「
法
律
事
務
所
内
定
者
」

と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
。
)

③
司
法
修
習
生
が
１
回
で
も
回
答
を
行
っ
て
い
れ
ば
，
翌
月
以
降
も
そ
の
回
答
を
回
答
数
に
含
む
こ
と
と
し
，
当
該
修
習
生
か
ら
新
た
に
回
答
が
さ
れ
な
い
限
り
は
，
過
去
の
回
答
が
集
計
に
反
映
さ
れ
て
い
る
。

（
例
：
３
月
の
時
点
で
，
「
弁
護
士
志
望
だ
が
，
就
職
先
未
定
」
と
回
答
し
て
お
り
，
４
～
７
月
（
５
月
を
除
く
）
の
調
査
に
お
い
て
回
答
が
無
か
っ
た
修
習
生
に
つ
い
て
は
，
４
～
７
月
の
集
計
結
果
に
お
い
て
は
，
「
弁
護
士
志
望
だ
が
，
就
職
先

未
定
」
と
し
て
カ
ウ
ン
ト
し
て
い
る
。
)

６
４
期
（
２
０
１
１
年
度
）

【
参
考
】
　
６
３
期
（
２
０
１
０
年
度
）

※
調
査
方
法
：
６
４
期
の
３
～
４
月
，
６
～
７
月
の
調
査
は
，
日
弁
連
か
ら
司
法
修
習
生
へ
メ
ー
ル
に
よ
り
ア
ン
ケ
ー

ト
を
送
付
し
実
施
し
た
。
（
実
際
に
日
弁
連
で
連
絡
先
を
把
握
で
き
，
メ
ー
ル
を
発
信
し
た
の
は
，
2
0
2
2
名
中
1
8
3
8

名
で
あ
る
。
）

６
４
期
の
５
月
の
調
査
は
，
調
査
の
確
度
向
上
の
た
め
，
各
弁
護
士
会
を
通
じ
て
，
聞
き
取
り
調
査
を
実
施
し
た
。

※
調
査
方
法
：
６
３
期
の
調
査
は
，
３
月
か
ら
９
月
ま
で
各
弁
護
士
会
を
通
じ
て
，
司
法
修
習
生
に
聞
き

取
り
調
査
を
実
施
し
た
。
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司
法
修
習
生
進
路
内
定
状
況
推
移

【
調
査
方
法
】

・
６
３
期
ま
で
は
弁
護
士
会
に
よ
る
聞
き
取
り
調
査
を
実
施
。

６
０
期

６
１
期

６
２
期

６
３
期

６
４
期

６
０
期

６
１
期

６
２
期

６
３
期

６
４
期

３
月

3
6
%

3
1
%

３
月

4
6
%

5
6
%

5
6
%

４
月

3
8
%

3
7
%

４
月

4
2
%

5
5
%

5
4
%

５
月

7
%

1
2
%

2
6
%

2
9
%

2
5
%

５
月

1
8
%

2
7
%

3
7
%

4
5
%

4
7
%

６
月

6
%

1
9
%

2
7
%

６
月

2
0
%

3
0
%

4
3
%

4
7
%

【
注
】
弁
護
士
一
括
登
録
：
８
月
中
旬
～
９
月
初
め

７
月

8
%

1
7
%

2
4
%

3
5
%

4
3
%

８
月

1
3
%

1
9
%

3
3
%

９
月

8
%

1
2
%

2
3
%

【
注
】
弁
護
士
一
括
登
録
：
１
２
月
半
ば

・
６
４
期
は
司
法
修
習
生
へ
日
弁
連
か
ら
メ
ー
ル
に
よ
り
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
送
付
し

て
実
施
（
但
し
，
５
月
調
査
に
つ
い
て
は
，
弁
護
士
会
に
よ
る
聞
き
取
り
調
査
）
。

現
行

新

※
数
値
は
回
答
者
中
，
「
弁
護
士
志
望
だ
が
，
就
職
先
未
定
」

と
回
答
し
た
司
法
修
習
生
の
占
め
る
割
合
で
あ
る
。

【
注
】
弁
護
士
括
登
録
：
１
２
月
半
ば

0%5%10
%

15
%

20
%

25
%

30
%

35
%

40
%

３
月

４
月

５
月

６
月

現
行
６
０
期

現
行
６
１
期

現
行
６
２
期

現
行
６
３
期
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【司法修習終了者等の経済的な状況に関する調査】 

集計結果に関するコメント（追加） 

 
 
登録１年ないし３年目の弁護士の売上（収入）および所得は年々減少傾向にある。 

 
図 1 修習期別の登録１年目ないし３年目の収入・所得の比較 
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女性弁護士の割合は、年々増加している（新６２期で２７．２％）が、５年目（出産・育児の時期 
にあたる者も多い）の所得は、平均値・中央値ともに男性よりも２００万円ないし６００万円程度 
下回っている。したがって、貸与制の導入は、女性弁護士により深刻な影響を及ぼすことになる。 

 
図２ 修習期別の登録５年目の所得の男女の比較 

  
 
  ５３期 ５４期 ５５期 ５６期 ５７期 

男性 
平均値 1,314 1,677 1,292 1,272 1,162

中央値 1,133 1,564 1,141 1,077 1,040

女性 
平均値 793 1,054 1,039 889 781

中央値 747 922 959 674 697

平均値の男女差 521 623 253 383 381

中央値の男女差 386 642 182 403 343
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日弁連法１第１２８号

２０１１年（平成２３年）７月１５日

第５７期会員各位

第６２期会員各位

日本弁護士連合会

会長 宇都宮 健 児

（公印省略）

弁護士の売上・所得調査について（依頼）

日頃より，当連合会の活動に多大な御理解，御協力をいただき，誠にありがとう

ございます。

さて，先般，内閣官房長官，総務大臣，法務大臣，財務大臣，文部科学大臣，経

済産業大臣の申し合わせにより，政府内に「法曹の養成に関するフォーラム （以」

下「フォーラム」といいます ）が設置され，本年７月１３日に第３回会合が開催。

されました。

既に新聞等で報道されていますが，第３回会合ではフォーラム事務局から，第４

８期から第６２期までの会員に実施した収入・所得に関する調査結果が報告され，

弁護士６年目の平成２２年分所得額の平均値１０７３万円，中央値９５７万円等の

内容が示されました。

しかし，同調査の回収率はわずか１３．４％であり，上記の調査結果が弁護士の

経済状況の実態を反映しているとは言い難いとの声が当連合会理事会でも多数寄せ

られております。この調査結果は今後のフォーラムの検討における基礎資料とされ

るものであり，正確性を確認する必要があります。

つきましては，当連合会としては，再度，弁護士登録６年目及び１年目である第

５７期及び第６２期会員の皆様を対象として，必要最小限の項目につき売上・所得

に関する緊急調査を別紙のとおり実施することといたしました。調査事項は短時間

本年７月２５日（月）で回答できるものとなっております。回答を御記入のうえ，

同封の返信用封筒又はＦＡＸのいずれかにて御返信いただきたくお願いいたまでに
します。フォーラム事務局が実施した上記の調査に御回答いただいた方も再度御回

答ください。

会員各位におかれましては，度々御負担をおかけし誠に恐縮ではございますが，

， 。上記の趣旨を御理解いただき 何卒御協力いただきたく宜しくお願い申し上げます

【本件に関するお問合せ先・送付先】

日本弁護士連合会法制部法制第一課（担当：松本・日置）

〒１００－００１３ 東京都千代田区霞が関１－１－３

ＴＥＬ：０３－３５８０－９８８２

ＦＡＸ：０３－３５８０－５０５５
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調査票（売上・所得調査）

Ｑ１ あなたの修習期について該当する番号１つにチェック（ ）してください。☑
□① 期 □②旧 期 □③新 期57 62 62

Ｑ２ 性別について該当する番号１つにチェック（ ）してください。☑
□①男性 □②女性

Ｑ３ 年齢について該当する番号１つにチェック（ ）してください。☑
□① 歳以下 □② 歳～ 歳 □③ 歳～ 歳 □④ 歳～ 歳25 26 30 31 35 36 40
□⑤ 歳～ 歳 □⑥ 歳～ 歳 □⑦ 歳以上41 45 46 50 51

Ｑ４ 扶養家族（配偶者控除・配偶者特別控除・扶養控除の対象となる者）の有無につい
て該当する番号１つチェック（ ）してください。扶養家族がいる場合にはその人数☑
についても該当する番号１つにチェック（ ）してください。☑
□１ 有り（扶養家族の数→ □① 人 □② 人 □③ 人以上）1 2 3
□２ 無し

Ｑ５ 所属先について該当する番号１つにチェック（ ）してください。法律事務所の場☑
合はその所属人数についても回答願います。
□１ 法律事務所・弁護士法人（公設事務所を除く ）。
所属弁護士数（あなた自身を含む ）。
□① 人 □② 人 □③ ～ 人 □④ ～ 人 □⑤ ～ 人1 2 3 5 6 10 11 50
□⑥ 人以上51

□２ 公設事務所
□３ 法テラス
□４ 企業
□５ 官公庁
□６ その他

Ｑ６ 所属先の所在地について該当する番号１つにチェック（ ）してください。☑
２を選んだ方は同封の表のうち該当する番号にチェック（ ）してください。☑
□１ 地方裁判所の本庁所在地
□２ 地方裁判所の支部所在地
具体的な支部所在地：別表参照
□①表１ □②表２ □③表１，表２のいずれでもない

Ｑ７ あなたの平成２２年分の総売上及び総所得についてお聞きします。
※ 正確性確保のため，平成２２年分の確定申告又は源泉徴収票に基づく金額（た
だし，万単位まで）を記入してください。
※ 「売上合計 「所得合計」については，本調査の目的が回答者の経済的状況」，
の把握にあることから，弁護士としての活動以外で生じたものも含めた総売上，
総所得を記入してください。

平成２２年分
①売上（収入）合計 ……………………………………… 万円
②所得（収入から経費等を差し引いた額）合計 ……… 万円

Ｑ８ 上記Ｑ７の①売上（収入）合計のうち過払金返還請求事件が占める割合について分
かる範囲で記入してください。 割

ご協力ありがとうございました
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別　表

【表１】 【表２】

管区 地方裁判所 支部名 管区 地方裁判所 支部名 管区 地方裁判所 支部名

千葉 館山 さいたま 秩父 札幌 岩見沢

千葉 佐原 千葉 一宮 札幌 室蘭

宇都宮 真岡 千葉 八日市場 札幌 苫小牧

前橋 沼田 水戸 日立 札幌 小樽

甲府 都留 水戸 麻生 釧路 北見

新潟 佐渡 宇都宮 大田原 高松 観音寺

京都 園部 前橋 桐生 徳島 阿南

神戸 柏原 静岡 下田 徳島 美馬

神戸 杜 静岡 掛川 高知 中村

神戸 龍野 長野 飯田 松山 大洲

奈良 五條 長野 伊那 松山 宇和島

大津 長浜 新潟 三条

和歌山 御坊 新潟 新発田

和歌山 新宮 京都 宮津

津 熊野 京都 舞鶴

福井 武生 京都 福知山

金沢 七尾 神戸 豊岡

金沢 輪島 神戸　 洲本

富山 魚津 津 松阪

山口 萩 津 伊賀

岡山 新見 津 伊勢

松江 西郷 岐阜 高山

福岡 柳川 福井 敦賀

長崎 島原 金沢 小松

長崎 平戸 広島 三次

長崎 壱岐 鳥取 倉吉

長崎 五島 松江 出雲

長崎 厳原 松江 浜田

大分 杵築 松江 益田

大分 佐伯 福岡 直方

大分 竹田 福岡 大牟田

熊本 山鹿 福岡 八女

熊本 阿蘇 福岡 行橋

熊本 人吉 福岡 田川

鹿児島 加治木 佐賀 武雄

鹿児島 知覧 大分 日田

鹿児島 川内 熊本 玉名

宮崎 日南 熊本 八代

仙台 登米 熊本 天草

山形 新庄 鹿児島 名瀬

盛岡 二戸 鹿児島 鹿屋

秋田 能代 宮崎 都城

秋田 本荘 宮崎 延岡

札幌 滝川 那覇 名護

札幌 浦河 那覇 平良

札幌 岩内 那覇 石垣

函館 江差 仙台 大河原

旭川 名寄 仙台 古川

旭川 紋別 仙台 石巻

旭川 留萌 仙台 気仙沼

旭川 稚内 福島 相馬

釧路 網走 福島 白河

釧路 根室 山形 米沢

高知 須崎 山形 鶴岡

高知 安芸 山形 酒田

盛岡 花巻

盛岡 遠野

盛岡 宮古

盛岡 一関

盛岡 水沢

秋田 大館

秋田 横手

秋田 大曲

青森 五所川原

青森 十和田

仙台

札幌

高松

東京

大阪

名古屋

広島

福岡

東京

仙台

広島

札幌

高松

大阪

名古屋

福岡
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1 
 

当連合会による売上（収入）・所得補充調査について 
 

日本弁護士連合会 
 
 
１ 調査実施要領 
（１）実施期間：２０１１年７月１５日から２０１１年７月２５日まで 
（２）実施方法：郵送で配布，郵送又はＦＡＸで回収 
（３）調査対象：第５７期及び第６２期会員 

（４）調査内容  

① 修習期 

② 性別 

③ 年齢 

④ 扶養家族の有無 

⑤ 所属先及び所属人数 

⑥ 所属先の所在地 

⑦ 平成２２年分の総売上（収入）及び総所得 

⑧ ⑦の売上（収入）のうち過払金返還請求訴訟が占める割合 

（５）回収結果 

①配布者数：３１００名 

②総回答者数：１３６５名 

③回答率：４４．０％ 
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2 
 

２ 判明した特徴的事項 
 
（１）所得分布 

各期の最多分布帯は，57 期が 600 万円以上 700 万円未満，現 62 期及び
新 62期は 400万円以上 500万円未満である。比較的多くの弁護士の実感に
近い数字と思われる。 
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3 
 

（２）年間所得 400万円未満の者の比率（フォーラム事務局調査との比較） 
日弁連調査では，新・現 62期とも「400万円未満」は，約 3割である。
フォーラム事務局調査では新 62期は 28.8%であるが，現 62期は 20.7%と，
8%の開きがあった。フォーラム事務局調査で所得の最多分布帯に近い所で
有効回答数が少なかったためと考えられる。 
 

年間所得400万円未満の者の比率

0 10 20 30 40 50

新62期

現62期

57期

(%)

100万円未満

200万円未満

300万円未満

400万円未満

400万円以上

 
 

 日弁連調査 フォーラム事務局調査 
 400万円未満 300万円未満 400万円未満 300万円未満 
57期 12.6% 6.8% 10.6% 5.3% 
現 62期 29.4% 10.5% 20.7% 8.6% 
新 62期 32.3% 11.1% 28.8% 10.9% 
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4 
 

３ 調査結果の概要 
（１）売上（収入）・所得の平均値・中央値 
①売上（収入）の平均値・中央値（単位：万円） 

  日弁連調査 
フォーラム事

務局調査 
差額 

57 期 

平均値 2,112 2,182 70 

中央値 1,677 1,793 116 

回答数 378 131   

現 62 期 

平均値 781 780 -1 

中央値 720 736 16 

回答数 141 61   

新 62 期 

平均値 741 777 36 

中央値 686 700 14 

回答数 798 277   

 
②所得の平均値・中央値（単位：万円） 

  日弁連調査 
フォーラム事

務局調査 
差額 

57 期 

平均値 1,014 1,073 59 

中央値 857 957 100 

回答数 382 132   

現 62 期 

平均値 521 570 49 

中央値 482 524 42 

回答数 143 58   

新 62 期 

平均値 491 546 55 

中央値 470 480 10 

回答数 806 257   

 
※ 日弁連調査とフォーラム事務局調査の各結果を比較すると，新・現 62期では大きな

差は生じていないが，57期では 100万円の差が生じている。登録後 5年を過ぎると所

得分布の開きが大きくなるので，回答数が多い方が実態をより反映していると思われ

る。 
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5 
 

（２）売上（収入）のうち過払金請求事件が占める割合 
 57期では 2割程度であり，現 62期，新 62期は 1割程度となっている。 

修習期 売上合計（万円）
過払金返還請求事

件割合（％） 

57 期 

平均値 2112.13 18.7 

中央値 1677.50 10.0 

回答数 378 308 

現 62 期 

平均値 781.43 11.2 

中央値 720.00 .00 

回答数 141 113 

新 62 期 

平均値 741.12 8.9 

中央値 686.00 .00 

回答数 798 669 

 
（３）過払金請求事件による収入，過払金請求事件による収入を除く収入の平

均値・中央値 
過払金請求事件割合に売上（収入）合計をかけた額の平均は，57期約 450
万円，現 62期約 110万円，新 62期約 68万円であった。 

修習期 過払い収入 過払い除く収入 

57 期 平均値 445.8382 1680.5462 

中央値 222.2000 1333.8000 

度数 306 303 

現 62 期 平均値 110.9563 696.0170 

中央値 .0000 662.0000 

度数 112 112 

新 62 期 平均値 67.9305 676.8321 

中央値 .0000 650.0000 

度数 665 654 
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日付 新聞社 刊 タイトル

4月 7日 宮崎日日新聞 朝刊 ひと　INTERV IEW　宮崎県弁護士会会長に就任した　近藤日出夫さん
5月 8日 西日本新聞 司法修習給費どうなる　暫定延長期限あと半年　震災で政府の検討遅れ
5月 13日 日本経済新聞 夕刊 司法修習生「給費制」　省庁横断の検討会　法曹三者の養成も議論
5月 13日 毎日新聞 夕刊 法曹養成にフォーラム
5月 14日 朝日新聞 朝刊 政府　法曹養成制度検討へフォーラム
5月 25日 時事通信 給費制存廃、８月末に結論＝法曹養成フォーラムが初会合
5月 26日 産経新聞 朝刊 法曹の養成フォーラム初会合
5月 26日 読売新聞 朝刊 法曹養成検討　初の会合
5月 25日 日本経済新聞 ＷＥＢ 司法修習生の給費制、８月に報告書　養成フォーラム初会合
5月 26日 毎日新聞（静岡版） 県弁護士会：「法曹養成」会議の内容公表、国に求める／静岡
6月 3日 西日本新聞 朝刊 福岡県弁護士会　あす福岡市で市民集会　法律家の養成や役割考える
6月 5日 西日本新聞 朝刊 福岡県弁護士会　司法修習生の給費制考える
6月 5日 毎日新聞（福岡版） 司法修習生給費制　維持を訴える　県弁護士会　市民集会で
6月 12日 茨城新聞 朝刊 論説＝法曹養成フォーラム　悪循環克服へ知恵絞れ
6月 12日 山陰中央新報 朝刊 論説＝法曹養成フォーラム　国家的視野で方向性探れ
6月 12日 大阪日日新聞 朝刊 社説＝法曹養成フォーラム　常設の国家機関に
6月 12日 静岡新聞 法曹養成フォーラム　常設の国家機関視野に

6月 14日 千葉日報 朝刊 きょう、千葉市でシンポジウム　大震災から考える　弁護士ってだれのもの？
6月 14日 朝日新聞 朝刊 オピニオン　司法改革　その先は
6月 14日 朝日新聞 朝刊 社説＝司法改革１０年　次代担う層どう育てる
6月 16日 静岡新聞 県弁護士会　１８日、静岡で市民集会

6月 18日 静岡新聞 被災地での活動を紹介する集会をきょう開く県弁護士会の会長　斎藤安彦
さん　給費制維持も訴え

6月 19日 宮崎日日新聞 朝刊 社説＝法曹養成フォーラム　悪循環どうやって断ち切る
6月 19日 静岡新聞 朝刊 法曹関係者　静岡で集会　震災支援など議論　「希望を語る弁護士に」
6月 24日 北海道新聞 夕刊 司法修習生の給費制　あす意義考える集会
6月 26日 北海道新聞 朝刊 札幌市でシンポ　司法修習生の給費制を論議
6月 26日 読売新聞（札幌版） 札幌弁護士会　給費制維持求め集会
7月 1日 熊本日日新聞 朝刊 社説＝司法改革１０年　絶ちたい法曹養成の悪循環
7月 1日 毎日新聞（神戸版） シンポジウム：「司法修習生の給費制維持を」 あす神戸で  ／兵庫
7月 3日 毎日新聞（神戸版） シンポジウム：被災者支援に、給費制維持を－県弁護士会  ／兵庫
7月 8日 岡山日日新聞 司法修習生「給費制」存続を　的場真介岡山弁護士会長に聞く
7月 12日 東奥日報 朝刊 青森市　県弁護士会が署名活動　「修習給費制維持を」
7月 13日 読売新聞 夕刊 有識者会議　司法修習生の給与　「貸与制」移行を前提
7月 13日 共同通信 ５年目弁護士、年収２千万　修習生の給費制めぐり調査
7月 14日 朝日新聞 朝刊 法曹養成フォーラム　司法修習生給費打ち切りを確認
7月 14日 毎日新聞 朝刊 弁護士やはり高所得
7月 14日 産経新聞 朝刊 弁護士の所得　二極化　６～１５年目でも１２％が４００万円未満
7月 14日 日本経済新聞 朝刊 弁護士　平均年収　５年目で２０００万円超　有識者ら調査　所得に格差も
7月 14日 宮崎日日新聞 朝刊 宮崎市　県弁護士会が街頭宣伝　司法修習生の給費制存続を
7月 17日 宮崎日日新聞 朝刊 宮崎市　県弁護士会が集会　司法修習生の給費制存続を

7月 19日 毎日新聞（和歌山版） 市民集会：司法修習生への給費訴える　演劇上演も　和歌山で２１日／和歌
山

7月 21日 佐賀新聞 朝刊 「法曹養成を考える」　あす佐賀市で市民集会　布川事件　井手洋子監督特別報告も
7月 22日 神奈川新聞 司法修習生「給費制維持を」　横浜でシンポ　弁護士ら訴え
7月 22日 大分合同新聞 夕刊 司法制度改革テーマに　あす大分市で市民集会
7月 24日 佐賀新聞 佐賀市　「法曹養成のあり方」で市民集会　修習生の給費制論議
7月 25日 熊本日日新聞 存続を訴える集会　司法修習生の給費制　弁護士や市民が討論　熊本市
7月 25日 毎日新聞（茨城版） 司法修習生：「給費制」存続求めシンポ　県弁護士会、水戸であす／茨城

7月 26日 大分合同新聞 夕刊 大分弁護士会　集会で“望まれる弁護士”　「市民目線で支援」「公共的な仕事を」

7月 27日 茨城新聞 朝刊 水戸市で集会　弁護士の使命探る　給費制の維持も訴え　布川事件の桜井さん指摘　真実見抜く力を
7月 28日 茨城新聞 朝刊 記者手帳：給費制維持の受益者は国民
7月 28日 中国新聞 朝刊 広島市で集会　司法修習生の給費維持訴え
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日付 新聞社 刊 タイトル

7月 28日 信濃毎日新聞 弁護士の被災地支援　現地での活動を紹介
7月 29日 読売新聞（広島版） 朝刊 修習生の「給費制」でシンポ
7月 30日 北日本新聞 被災地での法律活動を報告
7月 30日 富山新聞 給費制存続へ決意新た
7月 31日 新潟日報 朝刊 新潟で集会　県弁護士会　修習生支援に給与存続訴え
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